
柏崎刈羽原子力発電所の
最近の状況について

令和3年9月6日
東京電力ホールディングス株式会社

資料No.1【報告】



1本日のご報告内容

１．環境放射線に係わる事象

２．柏崎刈羽原子力発電所の状況

２．１ 柏崎刈羽原子力発電所7号機の安全対策工事
一部未完了を受けた総点検の取り組み状況

２．２ 柏崎刈羽原子力発電所の核物質防護に係る
取り組み状況



2

周辺環境へ影響を及ぼす事象はありませんでした。

１．環境放射線に係わる事象
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２．１ 柏崎刈羽原子力発電所7号機の安全対策工事
一部未完了を受けた総点検の取り組み状況

２．柏崎刈羽原子力発電所の取り組み状況



4１．総点検の状況

＜工事未完了が確認された案件＞

類型 公表日 工事内容 未完了案件 備考

① 1月27日
火災防護設備
設置工事

6・7号機ダンパー※設置工事(7台)
※空調ダクトから消火ガスの流出を防止する装置

4月26日
施工済

② 2月15日 7号機火災感知器設置工事(5個)
2月19日
施工済

③ 2月26日 浸水防護処理
7号機配管の床貫通部止水工事
(1貫通部)

3月31日
施工済

④

3月3日
火災防護処理
（貫通部）

6・7号機配管の壁貫通部火災防護工事(4
貫通部)

施工中

6月10日
上記に加え、建屋の隙間部等の
貫通部火災防護工事(72貫通部)

 「2021年1月12日、7号機の安全対策工事完了」と公表したが、安全対策工事の未完了
を確認したため総点検を実施中

 未完了は、いずれも工事対象を特定する前に火災や浸水の防護区画（部屋･壁･床など）
の設定が必要な工事で発生（下表①～④類型）



参考：６月１０日公表 ④類型で確認された貫通部の火災防護処理工事未完了の一例
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 立体的に複雑で平面図上では確認困難な場所の貫通部で発生



 直接目視で確認することができる貫通部の調査は一巡し、現在、直接目視で確認すること
が困難な貫通部（金属製箱内に収納）の調査を実施中
※特に壁に埋め込まれている電線の管路は、どこからどこにつながっているかの確認を行う

 調査にあたっては、ネジ止めしてある金属製箱の蓋を一つひとつ開けて確認する必要があり、
高所にあるものは足場の設置等、準備・調査に時間を要す。加えて、現場状況を
使用前事業者検査要領書などに反映する作業も必要（秋頃まで継続）

２．総点検の継続

【目視困難な貫通部確認方法】

電線の管路が収納
されている金属製箱

防護区画設定図面
設工認資料
設計資料

目視可能な
現場貫通部

使用前事業者検査
要領書などへの
現場状況反映

目視可能な場所
の調査は一巡

金属製箱内の
貫通部

＜今後の貫通部総点検＞

＜これまでの貫通部総点検＝目視可能な箇所は一巡＞

目視困難な
現場貫通部

現場からの
フィードバック

現場との
突き合わせ

上流側の
文書と照合

• 壁に埋め込まれている電線の管
路が「どこにつながっているか」、「つ
ながっている先の火災防護区画が
どうなっているか」を確認

• 高所にあるものは足場を新たに設
置の上、確認
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３．問題点への対応と原因深掘り・対策立案 7

＜原因の深掘りと対策の立案＞
 総点検結果とともに、背景要因なども踏まえながら原因の深掘りと対策を立案する。
 なお、立案した対策は、体制を強化した原子力改革監視委員会による確認を実施する。

※2021年4月より、「海外の原子力に関する最新の知見」「リスクコミュニケーション」といった分野での委員を２名追加

＜直接的な問題点への対応＞
① ７号機の火災防護、浸水防護は、設計・工事に精通したプロジェクトリーダーを既に指名し
ており、リーダーのもと設計管理組織と工事管理組織が連携したプロジェクト体制を構築し、
総点検、工事、使用前事業者検査を完遂する。
後続号機においては、設計段階から同様のプロジェクト体制を組んで対応していく。

② 貫通部も含め、７号機安全対策工事やその後の設備の運転・保全に必要な設計・設備
情報の共有について、メーカーと協力していくことを確認済。
後続号機も、不足している設計・設備情報の現場調査を早期に実施し、情報を集約・管理
していく。並行して３D画像等を用いた情報管理のシステム化を推進していく。

さらに、業務のやり方を根本的に見直すために

＜直接的な問題点＞
① 防護区画設定が複数回にわたり変更される中、関係組織間で変更に伴う防護区画要求を

全て確認した上で発注すべきであったが、組織間の連携に一部不備があった。

② 対象貫通部特定のため、当社・メーカーによる関連図面のすり合わせや現場の詳細調査を
行った上で発注すべきであったが、当社・メーカー間の連携に一部不備があった。
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委員長

デール･クライン氏
元米国原子力規制
委員長

委員

アミル･シャカラミ氏
元Exelon Nuclear社
バイスプレジデント

委員

大西 正一郎 氏
東京電力ホールディングス
株式会社 社外取締役
フロンティア・マネジメント
株式会社 代表取締役

委員

櫻井 正史 氏
元国会事故調査委員会
委員

委員

西澤 真理子 氏
株式会社リテラシー
代表取締役

概要
• 国内外の有識者からなる取締役会の諮問機関

（2012年9月11日設置）

• 東京電力による世界最高水準の安全意識と技術的
能力、社会との対話能力を有する原子力発電所
運営組織の実現に向けた改革の取り組みについて、
外部の視点で監視・監督

監視・監督

体制（2021年6月 現在）

参考：原子力改革監視委員会



9

２．２ 柏崎刈羽原子力発電所の核物質防護に係る
取り組み状況

２．柏崎刈羽原子力発電所の取り組み状況



10１．事案に対する原子力規制委員会の指摘と対応

 発電所所員による発電所建屋内への不正な入域（事案１）

＜指 摘＞

 厳重な鍵の管理が行われておらず、証明書等を持たずに防護区域にある中央制御室まで入室

 2021年2月8日、原子力規制委員会は「重要度評価：白」と評価（下表参照）

＜対 応＞

 同年3月10日、根本原因分析と対策をとりまとめ、原子力規制委員会へ報告

 核物質防護設備の機能の一部喪失（事案２）

＜指 摘＞

 核物質防護設備の点検・保守を行わず、その機能を維持することができなかった

 復旧に長時間を要し、実効性のある代替措置も講じていなかった

 原子力規制委員会は、4段階の重要度評価中で最も重い「赤」と評価（下表参照）

《2021年4月14日 核燃料物質の移動をしてはならない旨の命令を受領》

上記2事案に関わる直接原因・根本原因・安全文化および核セキュリティ文化要素の劣化兆候（第三

者評価を含む）・改善措置活動計画を、2021年9月23日までに報告するよう当社へ通知

緑 安全確保の機能又は性能への影響があるが限定的かつ極めて小さなものであり、事業者の改善措置活動により改善が見込める水準

白 安全確保の機能又は性能への影響があり、安全裕度の低下は小さいものの、規制関与の下で改善を図るべき水準

黄 安全確保の機能又は性能への影響があり、安全裕度の低下が大きい水準

赤 安全確保の機能又は性能への影響が大きい水準



11２．取り組みの状況

① 実態調査・原因分析（核物質防護設備の機能の一部喪失）
マニュアル・記録の確認、関係者へのヒアリング、他電力相互レビュー等を通じて、設備の機能維持や故
障時の対応に関わる経緯・実態把握と原因分析を実施中

② 核物質防護業務全体の総点検
「法令要求事項に対するマニュアル類への展開状況」「解釈の幅の妥当性」などの観点から、核物質防
護業務の総点検を実施中

③ 組織全体の課題分析
• 経営層対話を通じた組織の課題や解決への気付きの収集・分析
• 社員・協力会社を対象とする核セキュリティ文化に関わるアンケートを分析中

 経営層および本社原子力部門を対象に、経営・組織としての管理やリソース配分のあり方に関わる調査
・ ヒアリングを実施

 一連の事案の組織要因や、対話の声および社員・協力会社のアンケート結果を含め、組織文化（安全
文化・核セキュリティ文化）の評価を行い、その内容に基づき、改善措置活動計画を策定

実態調査の視点 主な実施内容

①設備故障時の復旧状況 他電力相互レビュー

②設備の機能維持の状況 当社3発電所の設備データ分析

③代替措置に対する意識 関係者へのヒアリング

④設備の不適合にかかわる社内報告の状況 マニュアル・記録の確認

(1)現在の取り組み

(2)今後の取り組み



123．既に取り組み始めている対策

 これまでに実施した他電力相互レビューや核物質防護業務の総点検からの気づきを
もとに、既に取り組み始めている対策は以下の通り

 今後、 「核物質防護に関する独立検証委員会」※からのご指摘・ご提言を踏まえて、
調査・原因分析の深掘りを行い、さらなる対策の充実を図る

対策分類
現在の実施状況

核物質防護設備の機能一部喪失 ID不正使用

ハード面の対策 • 設備リプレース計画の検討開始
• 認証装置の追加（済）

• さらなる防護装置の追加（済）

体制面の対策

• 協力会社との設備保守体制の再構
築

• 防護管理部門と保全部門との協働
体制の構築

• 警備員および警備員のサポート体
制の強化（済）

• 管理者による現地現物の
把握強化（済）

ソフト面の対策

• 設備故障時の対応ルール（期限管
理等）を明確化

• パフォーマンス評価（傾向分析等）
の強化

• IDカード等の厳正管理・相互チェッ
ク等（済）

• 違反に対する厳格な対応
• 核セキュリティに関わる基本方針、
防護規定の見直し



 なぜ機能復旧までに長時間かかったのか
• 発電所：機能復旧に係る検討・判断の経緯、代替措置による運用を長期間許容した背景 等
• 本 社：機能復旧の把握状況、問題認識 等

 なぜ代替措置が不十分となったのか
• 発電所：設備故障が重なる中での、代替措置の実効性に関する認識 等
• 本 社：代替措置の内容・実効性の把握状況、問題認識 等

 なぜ組織として是正できなかったのか
• 発電所：所内報告の方法・内容、報告者・被報告者の意識 等
• 本 社：問題点の指摘・是正の取り組み状況、経営・組織全体としての、核物質防護に係る

管理やリソース配分の検討・判断 等

134．今後の検討の視点

過去の再発防止対策の有効性の評価も含め、「核物質防護に関する独立検証委員会」※から
ご指摘・ご提言を頂きながら、以下の視点で調査・原因分析・対策立案を進めていく

調査・原因分析の視点

対策立案の視点

 今般事案の対応にとどまらず、柏崎刈羽原子力発電所の規模を踏まえた核物質
防護強化のため、外部専門家の意見等も参考とし、どのような方針とすべきか

 核セキュリティ文化・安全文化を継続的かつ自律的に改善するために、経営層や
組織全体で、どのような取り組みが必要か

※ P18 参照



参考. 核物質防護について

 公共の安全を守るため、核物質を盗んで悪用されたり、核物質の意図的な漏えいを起こされたりし
ないようにすることが必要。このために法令※１において、発電所の各区域内への人の侵入を防止し、
侵入を早期に検知（発見）し、対応するといった核物質防護のための措置を要求

※１ 実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則 第91条

※２ 周辺防護区域：防護区域における特定核燃料物質の防護をより確実に行うため、防護区域の周辺に定める区域

※３ 防護区域 ：特定核燃料物質を使用・貯蔵する設備が設置されている区域

※２

※３

侵入検知設備（センサー）
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参考. 発電所所員による発電所建屋内への不正な入域（事案1）

 当社社員が同僚のIDカードを無断で使用し中央制御室まで入域

 委託警備員及び社員警備員は違和感を覚えつつも止めるには至らず

 「認証装置の追加」「警備員及び警備員をサポートする体制の強化」「IDカード等の厳正
管理」等の対策を実施済み

＜事案の概要＞
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無断で持ち出し

違和感を覚えつつも
止めるには至らず

中央制御室まで入域

所員A 委託警備員 社員警備員

認証エラー発生
×

所員AのIDカード不正使用が判明
同日、直ちに原子力規制庁に報告

所員A

無施錠

所員A

社員警備員
所員B他人ID本人ID

所員
A

見当たらず

所員
B

Bです

＜イメージ＞

所員BのIDカードに所員Aの識別情報を登録 翌日



参考. 核物質防護設備の機能の一部喪失（事案2）

 侵入検知に関わる核物質防護設備を一部誤って損傷したことに関連して、侵
入検知設備の故障状況等について、原子力規制庁より「核物質防護設備の機
能の復旧に長期間を要し、実効性のある代替措置も講じられていなかった」
と指摘された

 核物質防護設備は復旧済みであり、新たに設備の機能が喪失しても、実効性
のある代替措置が取れる体制を構築済み

＜事案の概要＞
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機能の一部が喪失

核物質防護設備
（イメージ） 復旧に長期間 代替措置が不十分

＜イメージ＞



17参考. 実施体制

柏崎刈羽
原子力発電所
所長：石井 武生

原子力･立地本部
本部長：牧野 茂徳

新潟本社

代表：橘田 昌哉

社長
小早川 智明

指示報告

本社･発電所の一体的な取り組み

原子力改革監視委員会
（体制強化）

福島第一原子力発電所の
事故以降の安全改革に向
けた取り組み・課題について
評価・指導

他電力等の国内外
の知見･経験の活用
（ベンチマーク）

他電力相互レビュー
（電気事業連合会）

ATENA※2等の外部
専門家受け入れ 等

外部専門家による
評価・指導

核物質防護に関する
独立検証委員会
（６月２日設置）

原子力規制庁のガイドライン
に基づき設置
当社が行う安全文化・核セ
キュリティ文化の自己評価に
ついて第三者評価

本社・発電所の合同チーム（約50名）

 原因分析・改善措置計画の検討

 経営層対話

 核物質防護業務の抜本見直し

 安全対策工事の一部未完了（改革チーム）

原子力安全監視室
（社内監査部門）

2021年4月より、責任
者（室長）として、
WANO※１上級レビュ
ワーを招聘
原子力事業の運営を独
立･直接的に監視･評価
し、執行役会および取締
役会に報告

※１ WANO
※２ ATENA

：世界原子力発電事業者協会
：原子力エネルギー協議会



18参考. 「核物質防護に関する独立検証委員会」の設置

●６月２日、核物質防護事案などの原因究明にあたり、その客観性を確保する観点から、

当社から独立した社外委員のみで構成される「核物質防護に関する独立検証委員会」を

新たに設置

●当社は、一連の事案の原因分析・対策立案にあたり、同委員会からいただくご指摘・ご提言

を反映し、抜本的な改革に取り組む

• 当社による事実関係調査・原因分析の妥当性評価

• 評価対象事案に関する組織要因の分析・組織文化の評価（安全文化及び核セキュリティ文化

の評価・劣化兆候の特定）

• 組織文化の評価に基づく改善策の提言

目

的

体

制

伊丹 俊彦 氏委員長
＜専門＞ ガバナンス、不祥事対応、コンプライアンス

＜経歴＞ 弁護士

元 大阪高等検察庁検事長

委 員 板橋 功 氏
＜専門＞ 核セキュリティ、危機管理

＜経歴＞ 公益財団法人公共政策調査会研究センター長

委 員 大場 恭子 氏
＜専門＞ 安全文化、技術者倫理

＜経歴＞ 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構技術副主幹

国立大学法人長岡技術科学大学技学研究院准教授


